
湖東圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議会資料 

             

彦根市都市計画課 

 

■彦根市都市計画マスタープラン（平成 29年 3月末改定予定） 

  別紙参照 

  ※都市計画マスタープランの多極集約・連携型のコンパクトシティ形成のため、立地適正化計画を

策定 

   ⇒河川行政と都市計画行政の連携 

 

■彦根市立地適正化計画策定スケジュール（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■立地適正化計画策定における考え方 

 彦根市においては、都市機能誘導区域や居住誘導区域を設定すべき地域は、人口減少・少子高齢化が

著しい旧市街地です。しかしながら旧市街地は、滋賀県作成の「地先の安全度マップ」においても浸水

エリアが確認されていることから、浸水リスクと整合を図りながらコンパクトシティ形成を目指すこと

が必要です。 

 また、施設や居住の誘導集約において、浸水リスクの軽減を図ることも求められると考えられること

から、コンパクトシティ形成と浸水リスク軽減をトータル的に検討する必要があると考えています。 

このようなことから、都市計画マスタープランに示すとおり一級河川芹川などの管理者である滋賀県

と協議調整を図りながら、例えば上流域での遊水機能の確保など、河川行政と都市計画行政が連携を図

りながらまちづくりを進めることが必要であると考えています。 

立地適正化計画策定 

（調査・検討） 

 都市構造の評価 

 将来人口動態との各種データの重ね合わせ 

 問題点の抽出・課題整理 

 誘導方針の検討 

 

 

平成２８年度 

立地適正化計画策定 

（検討・策定） 

 都市機能誘導区域の検討 

 居住誘導区域の検討 

 各誘導施設および誘導施策の検討 

 目標値の設定 

 災害リスクとの整合性の整理、対策検討 

 立地適正化計画（案）策定 

平成２９年度 

２ヶ年で策定 

彦根市都市再生協議会において協議検討 

【資料４－１】 
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彦根市都市計画マスタープラン（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 2 9 年 3 月 

彦根市 
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第３章 全体構想 

Ⅰ 目指すべきまちの将来像 

第 3章 全体構想 

Ⅰ 目指すべきまちの将来像                        

１－１ まちづくりの基本理念と目標 

「まちづくりの基本理念」は、本市の将来に向けたまちづくりの基本的な考え方と

して定めます。「まちづくりの目標」は、基本理念を踏まえ、多くの市民が共感できる、

協働のまちづくりに向けてのスローガンとして定めます。 

 

（１）まちづくりの基本理念 

物事の根本を成す「安全・安心」のまちづくりを土台に、「利便・活力」「個性・輝

き」に寄与するまちづくりを進めることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自然災害などを踏まえた「安全・安心」への取組 

わが国では、東日本大震災や頻発する集中豪雨による自然災害によってその脅威を

再認識しました。そして、どんな自然災害などが起こっても、人命を守り、まちへの

被害が致命的なものにならず迅速に回復できる強さとしなやかさを備えたまちづくり

が求められています。 

特に、本市の旧市街地においては、木造密集市街地であることから、災害リスクが

高く歴史的なまちを守るうえでも、防災機能の向上が求められています。また、全市

的には、避難場所の整備・充実や防災情報の充実が求められているとともに、防犯へ

の対応も求められています。 

これを踏まえ、災害による教訓や課題に充分配慮したうえで、地震・洪水などによ

る自然災害、火災などの都市災害に備えたまちづくりを行います。 

また、ユニバーサルデザインを積極的に取り入れた誰もが安全で安心できるまちづ

くりを行います。
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第３章 全体構想 

Ⅰ 目指すべきまちの将来像 

 

■持続可能性を見据えた「利便・活力」への取組 

わが国の地方都市では、高齢化が進む中で郊外へのスプロール化と中心市街地の空

洞化が進展しており、道路をはじめとした既存の都市基盤の効率的な活用、地球環境

問題への対応などの観点から過度な自動車への依存を抑制するまちづくりが求められ

ています。 

本市においても、人口減少に転じ、高齢化が急速に進むことが予測され、中心市街

地の人口密度の更なる低下が懸念されます。また、自動車社会の進展のなかで、地方

鉄道や路線バスなどの公共交通については、大きく利用者を減らしながらも、将来の

ために必要とされています。 

これを踏まえ、まち全体の成熟や自然環境の保全を考えるなど、常に農村集落を含

めたまちや自然の持続可能性（※）を見据えた上で、既存の都市基盤を活かしながら、

公共交通の機能充実による連携を図るなど、まちの利便性の向上や活性化につながる

まちづくりを行います。 

 

※まちや自然の持続可能性とは、生態系を壊さない範囲内で社会面、経済面、環境面

の観点での質的向上を目指しながら、まちや自然が衰退せず、維持できるかどうか

ということです。持続可能なまちづくりの基本は、地域の人口減少、高齢化が進

むなかで、住みやすいまちを維持しながら、より質の高いものにつなげていくこ

とです。 

 

■まちの強みを発揮させる「個性・輝き」への取組 

人口減少・高齢化といったわが国が直面する課題に対して、地方都市においては、

各地域が全国一律でなくそれぞれの特徴を活かし、地方自らが地域資源を掘り起こし

活用することにより、多様な地域社会の形成につながるまちづくりが求められていま

す。 

本市においては、彦根城をはじめとする貴重な歴史的資産と琵琶湖や市街地を取り

巻く山林などの豊かな自然環境を有しています。また、湖東の中心都市として、中部

圏と近畿圏を結ぶ広域交通の結節点となっているほか、市内には複数の大学が立地す

る都市特性を有しています。 

これを踏まえ、都市計画分野のみならず全市的な連携のもと、働きやすい環境や子

育て環境の充実など、若者の定住につながる取組に着目しつつ、地域資源を活かした

個性を高めるまちづくりを行います。 
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第３章 全体構想 

Ⅰ 目指すべきまちの将来像 

（２）まちづくりの目標 

彦根市総合計画基本構想における「風格と魅力ある都市の創造」の実現とまちづく

りの課題対応の考え方を踏まえ、以下のとおり、まちづくりの目標を定めます。 
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第３章 全体構想 

Ⅰ 目指すべきまちの将来像 

 

●都市や地域の特性に応じた効率的なまちづくりを目指します。 

人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させるという

負のスパイラルに陥ることを避けるためにはコンパクトシティの形成が必要です。本

市では、既存の多極的な都市構造を活かし、人口密度を維持させることによって持続

可能な都市構造にするといった多極的なコンパクトシティの形成を推進します。 

多極的なコンパクトシティの実現によって、ある程度の人口が各地域にまとまって

居住することで、医療・福祉・商業などの生活サービスの持続性が向上することにな

りますが、これらのまとまりに公共交通で容易にアクセスできるようなまちづくりも

必要です。 

こうした考え方を市民に理解頂いた上で、まとまりある市街地と農村集落を含む地

域が一体となって、急速な高齢化においても、まちとしての魅力が感じられるよう多

極集約・連携型のコンパクトシティの形成を進めることで、都市や地域の特性に応じ

た効率的なまちづくりを目指します。 

 

●多様な人の交流による賑わいに満ちたまちづくりを目指します。 

本市は彦根城などの文化財や琵琶湖などの自然といった世界に誇れる観光資源を有

しており、観光は地域経済の活性化や雇用機会の増大など地域にも多くの恵みを生み

ます。また、彦根城の北側にある滋賀県立彦根総合運動場は、平成 36 年（2024 年）

に滋賀県で開催される第 79 回国民体育大会および第 24 回全国障害者スポーツ大会

（以下「国体等」という。）の開・閉会式および陸上競技の会場（以下「主会場」とい

う。）として活用できる都市計画公園「（仮称）彦根総合運動公園」に再整備されます。

大会期間中はもちろん、会場や道路などの各種の施設整備や大会運営の検討など、準

備段階から多くの人々が本市を訪れます。 

多くの人々を迎え入れ、おもてなしの精神を大切にして、観光や文化面での交流の

みならず来訪者とのスポーツ交流や地域間の交流といった多様な交流を活性化させ、

持続できる賑わいづくりにつなげることが重要です。 

こうしたことを市民とともに常に意識しながら、市街地の再整備などのハード面で

の取組、わかりやすい情報提供などのソフト面での取組に努め、観光やスポーツなど

多様な人の交流による賑わいに満ちたまちづくりを目指します。 
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第３章 全体構想 

Ⅰ 目指すべきまちの将来像 

 

 

●歴史文化や自然を受け継ぐ責任のあるまちづくりを目指します。 

本市は、城下町としての市街地と新しく形成された市街地、農山村集落を含む地域

という３つの地域性を持った良好な景観と生活環境をそなえています。そして、長い

歴史の中で培われてきた自然や歴史資産は、かけがえのない財産として保全され、現

在のまちに継承されてきました。 

社会経済情勢の変化によって、ライフスタイルや価値観が多様化している状況下に

おいても、私たちは、地域社会の一員として郷土に誇りを持って地域固有の財産を後

世に引き継いでいく責務があります。 

こうしたことから、歴史文化や自然を市民の共通の財産として明確にした上で、彦

根城の世界遺産登録の推進をはじめとした歴史資産の保全と活用、地域特性を踏まえ

た景観形成の取組に努め、歴史文化と自然を受け継ぐ責任のあるまちづくりを目指し

ます。 

 

 

彦根城と琵琶湖 
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第３章 全体構想 

Ⅰ 目指すべきまちの将来像 

１－２ 将来の都市構造のあり方 

（１）まちづくりが目指す姿 

まちづくりの基本理念と目標を具体化するために、本市のまちづくりが目指す姿を

整理します。 

 

◆多極集約・連携型のコンパクトシティの実現 

これまでは、増加する人口に対応するために、新たな市街地を郊外に求めるまちづ

くりを進めてきました。 

これからは、人口減少や急速な高齢化を見据え、都市の核となるＪＲ４駅（彦根駅、

南彦根駅、河瀬駅、稲枝駅）では鉄道やバスなどの公共交通の結節点機能の充実によ

るネットワークの強化とともに都市機能を集約するまちづくりを進めます。また、そ

の周辺においては、人口密度を高めるまちづくりを進めます。これにより、まちの「顔」

が明確になり、効率的な都市経営も実現します。 

 

【都市全体のまちづくりの概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目指す姿の実現のために... 
 都市機能の集約化 

 市街地での適切な人口密度の確保 

 個性を活かした魅力向上 

（多様性の形成・充実） 

 公共交通によるネットワーク強化 

このままだと人口減少によって... 
 都市機能の更なる拡散 

 低密度な市街地の形成 

 個性の喪失 

 公共交通の利便性の低下 

持続が 
可能な
まち 

持続が 
困難な
まち 

かつて 

現在 

8/19



 

25、26 

第３章 全体構想 
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将来都市構造図 
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第３章 全体構想 

Ⅱ まちづくりの方針 

２－７ 自然災害に対する防災・減災に関する方針 

（１）基本的な考え方 

大規模な自然災害に対しては、過去の教

訓から、行政が取り組む「公助」に加え、

自分の命は自分で守るといった考えによる

市民一人ひとりの取組である「自助」、地域

の連携による取組である「共助」による役

割分担と相互連携が重要となります。 
 

本市では、防災とともに、大規模な自然災害の場合に対する減災の視点も意識しな

がら、市民の生命や財産を第一に考えた災害に強いまちづくりを推進します。まち全

体や地域での取組の必要性を明確にしながら、行政と市民（民間）が一体となり、効

果的な連携や役割分担のもと、ハード面とソフト面での総合的な施策展開に努めます。 

特に、自然災害から歴史的なまちなみを守るため、これまでに培われてきた地域防

災力の維持と充実など、防災と景観の両立に向けた必要な取組を検討します。また、

「彦根市地域防災計画」との整合を図りながら、段階的で計画的な取組に努めます。 

さらに、コンパクトシティの形成に向けては、河川行政と都市計画行政の連携が必

要です。都市機能や居住の誘導を図るうえで、特に災害リスクとの調整が求められる

ことから、河川行政を担う滋賀県と連携しながら、コンパクトシティの取組を進めま

す。 

 

（２）ハード対策の方針 

市街地などでの面的な対策 

○市街地の耐震化や不燃化の向上を図るため、商業系用途地域での防火地域、住居系

用途地域での準防火地域の適用を検討します。今後も、住宅などの耐震に向けた診

断や改修を支援します。 

○土石流、がけ崩れ、地すべりなど土砂災害リスクのある区域については、計画的な

対策施設整備を推進するとともに、「防災マップ」「想定浸水深（地先の安全度マッ

プ（彦根市版））」を参考とした災害リスクの低減に必要な防災・減災のためのまち

づくりを計画的に進めます。 

 

都市施設などの線または点的な対策 

○防災機能の観点から道路の役割分担を明確にし、地震対策用の緊急輸送路や避難路

とともに延焼遮断機能として有効な道路網の整備促進と橋梁の耐震化を図ります。 

○狭あい道路は、救急・消防活動および安全な住宅地の形成に支障となっているため、

歴史文化資産の保全などの方針と整合させながら、狭あい道路整備事業などの取組

を進めます。 

市民の生命や財産を第一

に考えた災害に強いまち

づくりの推進 

行政と市民の連携や役割

分担に基づく総合的な施

策展開 

地域防災力の維持と充実 

 

 

安全・安心 

 

 

利便・活力 

 

 

個性・輝き 
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第３章 全体構想 

Ⅱ まちづくりの方針 

 

○密集市街地内の空き地などについては、防災公園・広場としての整備を行います。 

○指定緊急避難場所については、緑地などのオープンスペースの確保とともに、企業

などの協力を得た駐車場提供による指定緊急避難場所の確保など多様な取組に努め

ます。 

○救命活動に直接影響を与える消防署や病院、市民の避難場所となる学校などの公共

建築物については、その役割に応じて耐震化、不燃化を推進するとともに、防災拠

点機能の強化などを図ります。 

○農地などを含む自然的環境や景観に配慮しながら、自然災害のリスクに応じた治

水・砂防施設の整備・充実を図ります。 

 

（３）ソフト対策の方針 

組織体制の充実 

○各種機関・団体と災害時応援協定を締結して、災害時の相互応援体制を強化します。

また、市職員の防災研修・各種訓練の実施、初動体制の強化などにより行政防災力

の向上を図ります。 

○水害や土砂災害などのリスクを事前に把握するとともに災害発生後の的確な被害想

定と迅速な情報収集体制の確立を図ります。また、機動性ある体制づくりと、装備・

施設の充実を図り、総合的な防災力の向上を図ります。 

○自主防災組織の結成を促進し、地域防災力の向上に資する取組を推進します。特に、

地域消防力・水防力の要となる消防団の充実を図ります。 

○災害時などにおける要支援者に対する避難支援については、災害時避難行動要支援

者支援制度への登録の促進を図るとともに、地域での支援が得られるよう自治会・

自主防災組織などの地域の組織に働きかけを図ります。 

 

情報の周知 

○各種ハザードマップなどの作成または更新を行い、自然災害による被害の程度、避

難経路、避難場所などの情報の周知徹底に努めます。特に、「想定浸水深（地先の安

全度マップ（彦根市版））」は小さな河川などがあふれた場合も考慮したもので、今

後も国や県の災害情報を活用しながら周知・発信を行います。 

○総合情報配信システムや緊急地震速報システムなどを活用し、住民への緊急情報の

伝達手段の充実を図ります。 

 

防災意識の向上 

○わかりやすい防災マニュアルや出前講座を通じて、避難場所の確認や防災用品の備

えなど、日ごろの心構えについての啓発に努めます。 
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